
 

 

はしがき 

 

 本報告書は、ODA 評価有識者会議が外務省国際協力局より依頼を受けて実施した「日

本の津波支援」の評価の結果をとりまとめたものである。 

 

 日本の政府開発援助（ODA）は、１９５４年の開始以来、途上国の安定と発展、時代ととも

に変化する国際社会の課題等の解決に貢献し、日本の安全と繁栄に寄与することを目的

としてきたが、今日、国内的にも国際的にも、より質の高い、効果的かつ効率的な援助の

実施が求められている。外務省は ODA の調整官庁として、ODA の実施管理とアカウンタ

ビリティの確保という二つの目的から、主に政策レベルにおいて ODA 評価を行っている。 

 

 ２００４年１２月２６日に発生したスマトラ沖大地震及びインド洋津波は、沿岸諸国に極め

て大きな被害を及ぼした。国際社会が一致してこの大惨事への対応を進める中で、日本も

様々な手段を用いて、災害支援としては過去に例のない大規模な人的、資金的支援を行

った。この津波被害の発生から４年が経過したが、本評価はこれまでの日本の支援の成

果を確認、評価するとともに、今後の効果的、効率的な災害支援の実施に資するための

教訓や提言を得ることを目的として実施された。 

 

 なお、ODA 評価有識者会議は、評価の客観性を高めるために発足した外務省国際協力

局長の私的懇談会であり、外務省国際協力局より ODA 評価の実施を依頼され、評価実施

方法を策定の上、評価を実施し、その結果を報告書にとりまとめ、実際の ODA 実施に反

映させるべく、外務省国際協力局に対してフィードバックする役割を担っている。本評価は

ODA 評価有識者会議座長の牟田博光委員（東京工業大学理事・副学長）が担当した。 

 

 本評価の実施にあたっては、明治大学大学院ガバナンス研究科の源由理子准教授にア

ドバイザーとして参加頂き、多大な協力を賜った。また、外務省、独立行政法人国際協力

機構（旧国際協力銀行を含む）、現地ODA タスクフォース関係者にもご協力を頂いた。ここ

に心より謝意を表したい。なお、本評価では、外務省国際協力局評価室が全体調整を行

い、外務省が業務委託した（財）国際開発センターが一連の情報収集・分析等補助業務を

行った。 

 

 最後に、本報告書に記載された見解は、日本政府及びその他関係機関の立場を反映す

るものではないことを付記する。 
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